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平均賃⾦の伸び（前年同期⽐、左軸）

失業率（右軸、上下反転）
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政策⾦利（左軸）
10年国債利回り（左軸）
豪ドル円（右軸）

オーストラリア⾦融政策（2019年12月）
2会合連続の据え置き

2019年12月3日
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（出所）ブルームバーグ

※政策⾦利は決定日ベース
※10年国債利回りと豪ドル円は12月2日までのデータ

（2016年1月1日〜2019年12月3日）

（出所）オーストラリア統計局

オーストラリアの⾦利と為替オーストラリアの平均賃⾦の伸びと失業率
（平均賃⾦の伸び︓2008年1-3月期〜2019年7-9月期）

（失業率︓2008年1月〜2019年10月）
（％）

2019年12月3日（現地）、RBA（オーストラリア準備銀⾏）は市場予想通り政策⾦利を0.75％で据え置
くことを発表しました。声明文では、「必要であればさらに⾦融緩和を⾏う準備がある」との表現を残す
ことで緩和姿勢を維持する⼀方、「今年の利下げが雇用や賃⾦の増加ならびにインフレ率の中期的な目標
への回帰に向けた動きを支援している」などと、引き続きこれまでの利下げの効果を⾒極めようとする姿
勢もうかがえます。また、国内経済に対する⾒方は前回からほとんど変化していませんが、足元では世界
経済の下振れリスクが後退していると述べるなど、全体としてはややポジティブな内容となりました。

声明文が発表される前までは、多くの市場参加者が来年2月に予定されている次回会合で0.25％ポイン
トの利下げが実施されると予想しており、声明文で利下げを示唆する記述があるか注目されました。しか
し、声明文からはそのヒントを得られず、⾦融市場は⾦利上昇・豪ドル高で反応しました。今後、2月ま
でに世界経済ならびにオーストラリア経済の回復期待が⼀段と高まれば、利下げ織り込みがはく落する可
能性は十分にあると考えています。その場合、市場⾦利は現状よりもやや上昇し、今年8月を底に緩やか
に反発している豪ドル円についてもさらなる戻りを試す展開が期待できると思われます。引き続き、米中
関係を中心とした世界情勢やオーストラリアの労働市場のデータに注目する必要があります。

次回会合での利下げを⽰唆せず
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